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本レポート末尾の「投資にあたっての注意事項」をお読み下さい。 
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2018年 4月 16日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は、戻り歩調が続いた。シリア情勢をめぐる米ロの対立が懸念されたものの、米中貿易戦争

への警戒感が大きく後退したほか、為替市場の落ち着きや2月期決算企業の好調を背景に、総じてしっかりの展

開となった。物色は外部環境の改善を受けて、内需系のディフェンシブ銘柄から輸出ハイテク株へのシフトが見

られた。米国市場は、米中貿易摩擦懸念が後退したうえ、週末にはシリア情勢への警戒感もやや沈静化し、戻り

歩調となった。為替市場でドル円は、米中貿易戦争回避観測に加え、シリアリスクもやや後退し、1 ドル 107 円台

半ばまでドルが買い戻された。ユーロ円は、ドル円に連れて 1ユーロ 132円台に乗せた。 

今週の東京市場は、概ねしっかりの展開となろう。シリア情勢の悪化や日米首脳会談の内容次第では円高リ

スクが高まる可能性があるものの、3 月期決算への期待や割安修正の動きが下支えとなり、底堅い展開となろう。

業績好調が期待される銘柄や調整十分のハイテク株などが物色されよう。米国市場はトランプ大統領の発言や

主要経済指標を睨みながら、一喜一憂となりやすいものの、企業の 1－3月期決算の好調が確認されれば、戻り

を試す展開となろう。為替市場でドル円はシリア問題や日米首脳会談での通商問題を背景に、やや円高に振れ

やすい環境となろう。1ドル 107円を挟んで、ぶれやすい展開となろう。ユーロ円は ECBの出口戦略を見据えて、

ユーロ強含みの動きが続き、1ユーロ 133円台をうかがう動きとなろう。 

今週、国内では 18 日＇水（に 3 月の貿易統計、20 日(金)に 3 月の全国消費者物価が発表される。一方、海外

では 16日(月)に 3月の米小売売上高、17日(火)に 1－3月期の中国 GDP、3月の鉱工業生産、米住宅着工、鉱

工業生産、IMF世界経済見通し、19日(木)に 3月の米景気先行指数が発表されるほか、17日、18日に安倍首相

が訪米し、日米首脳会談が行われる。また、20日から 22日(日)まで IMF・世界銀行春季会合、20日に G20財務

相・中央銀行総裁会議、22日に G7外相会合が開かれる。 

テクニカル面で日経平均は先週、200 日線や 25 日線を上回って推移したものの、13 週線に頭を抑えられた。

日足一目均衡表では遅行スパンが日々線を上回り、強気シグナルが点灯したほか、1月 23 日高値を起点とした

下降トレンドラインをブレイクしてきたことから、中期のトレンドは上昇に転じたとみられる。当面は 13 週線＇21958

円：13 日現在（や抵抗帯下限(21967 円：同)が戻りの節として意識されるが、これらを抜ければ、75 日線＇22275

円：同（や 2 月 27 日高値＇22502 円（、抵抗帯上限＇22533 円：同（をうかがう展開となろう。一方、下値は転換線

＇21495円：同（や 25日線＇21485円：同（、200日線＇21409円：同（などが意識されよう。(大谷 正之) 
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各種指数の推移 ＇Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成（ 
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☆時価総額 5000億円以上で 5日・25日の両移動平均線の上位に位置する主な銘柄群 

ＴＯＰＩＸは 4月 5日に 25日移動平均線を上回ってきたが、TOPIX コア 30 も 11日に続き、13日には再び終値

で 25日移動平均線を抜いてきた。個別でも時価総額の大きい銘柄の底打ち反転傾向が顕著になっていることか

ら、今回は、東証 1部上場銘柄中、12日時点で時価総額 5000億円以上、かつ 5日・25日の両移動平均線の上

位に位置する銘柄を選別した。業績好調な銘柄も散見され、中期スタンスで注目したい。      ＇野坂 晃一（  

 

投資のヒント 
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ソリトンシステムズ＇3040･東 1（ 

17年 12月期業績は売上高が前年比 2.9％増の 164.6億

円、営業利益が同 21.1％増の 15.2 億円。標的型サイバー

攻撃が引き続き増加する中、企業や官公庁のサイバー対

策需要は拡大。また、働き方改革に向けたシステムとワー

クスタイルの見直しも追い風だ。主力の ITセキュリティ事業

はこうした需要を取り込み、同 3.4％増収、11.1％営業増益。

一方、注力分野の映像コミュニケーション事業ではリアルタ

イム映像伝送システムの事件、事故、災害分野向けの中

継機器として、新規分野を開拓し、8.2％増収、営業赤字が

縮小。一方、エコ・デバイス事業ではオリジナルの微小信

号センサーや自動車関連向け画像処理製品を販売したが、

減収、営業赤字が拡大した。18年 12月期は営業利益 16.8

億円(前年比 10.2％増)を目指す。IT セキュリティ事業では

サイバーセキュリティ需要の拡大に加え、海外での開発・

販売強化に取り組む。映像コミュニケーション事業では、世

界最小・最軽量のリアルタイム映像伝送システムのスポー

ツ放送での利用をはじめ、自動車のリモート運転、ドローン

への搭載など、用途はさらに拡大しそうだ。また、画像処理

技術をベースとしたセンサー製品等のエコ・デバイス事業は

IoTや車載分野などでの拡大が期待される。＇大谷 正之（ 

 

カネカ＇4118･東 1（ 

18年 3月期第 3四半期(4－12月)業績は売上高が前年

同期比 9.3％増の 4459.3億円、営業利益が同 7.3％増の

263.5億円となった。塩ビ樹脂や苛性ソーダはアジア向け

輸出が好調だったほか、樹脂改質剤も価格の急変やハリ

ケーンの影響などがあったものの、マレーシア新設備の

本格稼働により販売が増加した。また、ポリイミドフィルム

もスマホ向けに拡大した。加えて、還元型コエンザイム

Q10は北米を中心に販売数量を伸ばした。一方、ヘルス

ケアはバルーンカテーテルなどの医療機器は堅調だった

ものの、医薬品原料は前年好調の反動で減収となった。

営業利益は第 1四半期(4－6月)の原料高騰、第 2四半期

(7－9月)のハリケーンなど、一時的な減益要因が解消し、

第 3四半期(10－12月)は 100億円超の水準を回復した。

第 4四半期(1－3月)はスマホ向け需要の減速が懸念され

るものの、世界的な景気拡大による需要増とマレーシア新

設備の本格稼働により、好調な業績推移が見込まれる。

19年 3月期も引き続きコエンザイム Q10の好調が見込ま

れるほか、スマホ向けフィルムの拡大が業績をけん引しよ

う。＇大谷 正之（ 

今週の参考銘柄 
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ＤＡコンソーシアムＨＤ＇6534･東 2（  

18年 3月期第 3四半期(4－12月)業績は売上高が前

年同期比 18.3％増の 1485.6億円、営業利益が同 40.2％

増の 61.9億円と、動画広告市場の急速な拡大が追い風

となったようだ。同社は広告プラットフォームやスマホコン

テンツなどを手掛けるパートナービジネス(DACグループ)

と、広告代理事業などを手掛けるクライアントビジネス(ア

イレップグループ)を主力に、インベストメント事業(投資事

業)にも展開している。広告会社向けサービスであるパー

トナービジネスの売り上げは動画広告の拡大により前年

同期比 21.2％増と好調で、情報・通信や自動車のほか、

化粧品・トイレタリーなどが伸びた。クライアントビジネス

は同 10.0％増となり、ディスプレイ広告が順調に拡大した。

利益面では販管費率が低下する一方で、統合効果に加

え、案件の大型化による利益率の改善が進んでいる。第

3 四半期の通期営業利益計画に対する進捗率は 86.0％、

18年 3月期は超過達成となった可能性も。今後もスマホ

向けを中心に動画広告需要の拡大が予想され、19年 3

月期以降も二桁成長が続きそうだ。＇大谷 正之（ 

 

その他  
 

デンソー＇6902（ 

主要顧客であるトヨタの世界販売堅調で ADAS関連、電動化製品関連などの販売増が期待される他、非トヨタ向

けの拡大、合理化効果などで、前期、今期ともに営業増益が見込まれる。 
 

アドバンテスト＇6857（ 

韓国メーカーの DRAM、中国メーカーの 3次元 NANDなどの大型投資の恩恵を受けそうだ。なお、SEMI＇国際半

導体製造装置材料協会（によると、世界の半導体製造装置の販売額は 2017年が 566億ドル＇前年比 37％増（と

なり、18年は 601億ドルとなる見通し。 
 
住友金属鉱山＇5713（ 

前期の会社計画＇経常利益ベース（は昨年 11月の計画から 210億円上振れの 1180億円を見込んでいる。銅、

ニッケルなどの価格が堅調に推移しているため。また、今期も経常増益が期待される。足元の円高傾向、米中貿

易問題の行方が懸念されるものの、需給の逼迫感が続くとみられるニッケルを始めとした非鉄市況の堅調が期

待される他、エコカー向けなどに材料事業の成長が見込まれるため。 
 
トリケミカル＇4369（ 

中期経営計画の最終年度＇2020年度（の数値目標は売上高 90.3億円、営業利益は 22.8億円。アジア中心に半

導体市場の成長が続きそうな他、半導体の微細化進展などで同社製品の旺盛な需要に対応、積極的な投資で

生産能力を増強する方針。 
 
☆セブンイレブンは顧客層の多様化、中食など需要の変化に対応した新しいレイアウトの店舗の導入を進めてい

るが、前期は 1300店、今期は 1700店に導入する計画。ファースト・フード、チルド、冷凍食品の売り場を拡大する

が、中でも冷凍食品の品揃えは約 2倍に増やす方針。冷凍食品関連は、ニチレイ＇2871（、ヨコレイ＇2874（など。 
                           ＇増田 克実（ 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

４月１６日＇月（ 

３月、１７年度の首都圏マンション発売＇１３：００、不動産経済研（ 

月例経済報告関係閣僚会議、終了後、４月の月例経済報告＇内閣府（ 

日中経済対話＇日本側議長 河野太郎外相、中国側議長 王毅外相（ 

４月１７日＇火（ 

全国学力テスト 

４月１８日＇水（ 

３月、１７年度の貿易統計＇８：５０、財務省（ 

３月半導体製造装置販売高＇１６：００、ＳＥＡＪ（ 

４月１９日＇木（ 

３月民生用電子機器国内出荷＇１４：００、ＪＥＩＴＡ（ 

４月２０日＇金（ 

３月全国消費者物価＇８：３０、総務省（ 

２月第３次産業活動指数＇１３：３０、経産省（ 

３月、１７年度の粗鋼生産＇鉄連（ 

３月主要コンビニ売上高＇１６：００、フランチャイズチェーン協（ 

上場  ＨＥＲＯＺ<4382> マザーズ 

 

＜国内決算＞ 

４月１６日＇月（ 

14:00～  東天紅<8181> 

時間未定 Ｍ－ＴＫＰ<3479> 

４月１８日＇水（ 

時間未定 いちご<2337> 

４月１９日＇木（ 

時間未定 ＫＯＡ<6999> 

４月２０日＇金（ 

15:00～  東製鉄<5423> 

時間未定 【1Q】サーティワン<2268> 

 

＜海外スケジュール・現地時間＞ 

４月１６日＇月（ 

米  ３月小売売上高 

米  ４月ＮＹ州製造業景況指数 

米  ２月企業在庫 

休場  タイ＇旧正月（ 

  

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 



 

 

 
- 8 - 

４月１７日＇火（ 

中  １～３月期ＧＤＰ 

中  ３月鉱工業生産、小売売上高、１～３月都市部固定資産投資 

独  ４月ＺＥＷ景気期待指数 

米  ３月住宅着工 

米  ３月鉱工業生産・設備稼働率 

ＩＭＦ世界経済見通し 

安倍首相訪米、日米首脳会談＇１８日まで、フロリダ（ 

４月１８日＇水（ 

中  ３月７０都市住宅価格 

米  ベージュブック 

ＩＭＦ世界金融安定報告 

４月１９日＇木（ 

欧  ２月ユーロ圏国際収支 

米  ４月フィラデルフィア連銀製造業景況指数 

米  ３月景気先行指数 

日ロ戦略対話＇モスクワ（ 

モスクワ国際映画祭＇２６日まで（ 

４月２０日＇金（ 

ＩＭＦ・世銀春季会合＇２２日まで、ワシントン（ 

Ｇ２０財務相・中央銀行総裁会議＇ワシントン（ 

４月２１日＇土（ 

ＩＭＦＣ＇国際通貨金融委員会、ワシントン（ 

ＩＭＦ・世銀合同開発委＇ワシントン（ 

英女王９２歳誕生日 

４月２２日＇日（ 

Ｇ７外相会合＇２４日まで、カナダ・トロント（ 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

４月１６日＇月（ 

ネットフリックス、バンク・オブ・アメリカ 

４月１７日＇火（ 

ゴールドマン・サックス、ジョンソン＆ジョンソン、ユナイテッドヘルス、インテューイティブ、ＩＢＭ 

４月１８日＇水（ 

アメックス、アルコア、モルガン・スタンレー 

４月１９日＇木（ 

フィリップモリス、ニューコア 

４月２０日＇金（ 

ＧＥ、Ｐ＆Ｇ、ハネウェル 

＇東 瑞輝（ 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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投資にあたっての注意事項  

 

【重要開示事項】 

■ 本資料は、株式会社証券ジャパン（以下「証券ジャパン」といいます。）調査情報部が、投資判断の

参考となる情報提供を目的として作成したものであり、投資勧誘を目的として作成したものではあ

りません。 

■ 執筆アナリストは、本資料におけるレポート対象企業の有価証券を保有しておらず、重大な利益相

反関係にありません。 

■ 本資料は証券ジャパンが信頼できると考える情報に基づいて作成したものですが、その情報の正確

性および完全性について証券ジャパンが保証するものではありません。 

■ 本資料に基づき投資を行った結果、お客様に何らかの損害が発生した場合でも、証券ジャパンは、

理由の如何を問わず責任を負いません。 

■ 本資料に記載された証券ジャパンの意見ならびに予測は、資料作成時点での証券ジャパンの見通し

であり今後予告なしに証券ジャパンの判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテン

ツおよび体裁等も証券ジャパンの判断で随時変更することがあります。2018 年 4 月 13 日現在、金融

商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しております。今後、金融商

品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

■ 掲載した企業について株価の下落や発行者の信用状況の悪化等により、投資元本を割り込むおそれ

があります。銘柄の選択、投資に関する最終決定はお客様自身の判断でなされるようお願いいたし

ます。 

■ 本資料は証券ジャパンの著作物であり、著作権法によって保護されております。証券ジャパンの事

前の承認なく、本資料の全部もしくは一部を引用または複製、転送等により使用することを禁じま

す。 

 

 

発行所住所等  〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-2-18 

編集発行責任者 大谷 正之 

商号等     株式会社証券ジャパン 

        金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170号 

加入協会    日本証券業協会                      

コンプライアンス推進部審査済 2018年 4月 13日 
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【手数料等及びリスクについて】 

各商品等へのご投資には、所定の手数料等（株式取引の場合は約定代金に対して最大 1.188％

（227,273円以下の場合は 2,700円）（税込み）の委託手数料、投資信託の場合は銘柄ごとに設定され

た販売手数料及び信託報酬等の諸経費、等）をご負担いただきます。 

また、各商品等には価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

商品ごとに手数料等及びリスクは異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面や目論見書（目

論見書補完書面を含みます）等、お客様向け資料をよくお読みください。 

 

【免 責 事 項 等】 

 ■ 本資料は、株式会社証券ジャパン（以下「証券ジャパン」といいます。）調査情報部が、投資判断の

参考となる情報提供を目的として作成したアナリスト・レポートであり、当社は、同社との契約に

基づき、お客さまへの情報提供を目的として使用するものです。 

 ■ また、本資料におけるレポート対象企業の選定も証券ジャパン独自の判断で行っており、当社が対象

企業を指定して本資料の作成を依頼したものではありません。 

 ■ 本資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて証券ジャパンが作成したものですが、当社は、そ

の正確性、完全性を保証するものではありません。 

 ■ 本資料に基づき投資を行った結果、お客様に何らかの損害が発生した場合でも、当社及び証券ジャパ

ンは理由の如何を問わず責任を負いません。 

 ■ 本資料は、お客様への情報提供のみを目的としたものであり、特定の有価証券の売買あるいは特定の

証券取引の勧誘を目的としたものではありません。株式・債券等の有価証券の投資には、株価・債

券価格等の有価証券価格の下落や発行者の信用状況などの悪化等により、投資元本を割り込むおそ

れがあります。投資に関する最終決定は、お客様ご自身の判断でなされるようにお願い申し上げま

す。また、本資料はお客様ご自身のためにのみ、お客様限りで利用下さい。なお、当社の事前の承

諾なく、本資料の全部もしくは一部を引用または複製、転送等により使用することを禁じます。 

 

住所等  〒680-0841  鳥取県鳥取市吉方温泉 3 丁目 101 番地  

商号等  大山日ノ丸証券株式会社 

        金融商品取引業者  中国財務局長（金商）第５号  

加入協会  日本証券業協会 

 

 

  

 


